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1．開催日時

平成 12 年 2 月 24 日（木）

12 時～14 時 30 分

2．開催場所

国際協力事業団第 11EFGH 会議室

（新宿マインズタワー　11 階西側）

3．議事次第

（1）開会及び委員等紹介

（2）総裁挨拶

（3）事業団全体の事業説明

（4）保健医療分野 11 年度事業実績

（5）　　　〃　　12 年度事業計画等

（6）「母子保健」分科会報告

（7）「PHC ハンドブック・日本の経験体系化」報告

（8）質疑応答

（9）閉会

第32 回海外医療協力委員会
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1． 開会及び出席者紹介

○遠藤部長　時間が参りましたので、ただいまから第 32 回海外医療協力委員会を開催させていた

だきます。

まず、お手元の資料を確認させていただきます。資料の 1 として会議次第、2 として委員会の名

簿、3 が『第 32 回海外医療協力委員会会議資料』ということで1 冊にまとめてございます。4 が『母

子保健分科会報告』、5 として『プライマリ・ヘルスケアをよく知るために』という冊子、6 として

『人造り協力事業経験体系化研究　母子保健分野報告書』、7 として『保健婦指導教本（復刻版）』、8

として『自立への支援』というパンフレットを 3 カ国語で用意させていただきました。足りないよ

うでございましたら、事務局までお申し出いただければと思います。

本日は、委員 20 名中現在 12 名と、半数以上の御出席をいただいておりますので、規定に基づ

き本会が成立いたしておりますことを御報告いたします。

それでは次に、御出席の委員を御紹介させていただきます。

仲村英一委員長でございます。

新井賢一委員でございます。

梅内拓生委員でございます。

小野昭雄委員でございます。

鴨下重彦委員でございます。

河野稠果委員でございます。

小林秀資委員でございます。

齋賀富美子委員でございます。

竹田美文委員でございます。

中村隆一委員でございます。

原ひろ子委員でございます。

南砂委員でございます。

小池委員、島田委員、矢野委員におかれましては御出席という御連絡をいただいておりますが、

遅れてお見えになる予定でございます。

また、森委員、寺尾委員、猿田委員、黒川委員、五十嵐委員は御都合により御欠席でございま

す。

次に、関係省庁の御出席者を御紹介させていただきます。

外務省技術協力課、大部課長でございます。

同じく、清水事務官でございます。

同じく、無償資金協力課、松浦首席事務官でございます。
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文部省高等教育局医学教育課、山口係長でございます。

同じく、学術国際局教育文化交流室、飯田室長でございます。

同じく、竹島係長でございます。

厚生省大臣官房国際課国際協力室、遠藤室長でございます。

国立国際医療センター国際医療協力局、田中局長でございます。

ただいま島田委員がお見えでございますので、御紹介いたします。

最後に、当事業団の出席役員を御紹介申し上げます。

総裁の藤田公郎でございます。

副総裁、東久雄でございます。

理事、高島有終でございます。

理事、阿部英樹でございます。

理事、後藤洋でございます。

2． 総裁挨拶

○遠藤部長　それでは、委員会の開催に当たりまして、当事業団の総裁より御挨拶申し上げます。

○藤田総裁　本日は、仲村委員長をはじめ委員の皆様方におかれましては、御多忙中のところ当

事業団海外医療協力委員会に御出席を賜り、まことにありがとうございます。

日ごろ皆様には、当事業団の実施する業務に対し温かい御理解と多大なる御支援をちょうだい

していることにつきましても、この場をおかりして改めて御礼を申し上げます。

最初に、昨年度の委員会以降、役員に一部異動並びに組織改編に伴う所掌の変更がございまし

たので御紹介申し上げます。

総務、人事及び企画・評価を担当しておりました理事の伊集院が昨年 11 月に退任し、12 月に後

任として高島が着任いたしました。

また、医療、緊急援助を担当しております阿部は、1 月より派遣支援部、青年海外協力隊もあわ

せ担当することとなり、中南米部、農業、森林・自然環境を担当しております理事の後藤が 1 月

より医療の副担当理事に就任しております。

どうか引き続き御指導のほどをお願いいたします。

さて、当事業団を取り巻く昨今の国内情勢に目を向けますと、我が国は依然として長引く不況

から脱し切れず、ODA 予算をめぐる環境は一段と厳しさを増しております。平成 12 年度ODA 一

般会計予算は、2 度目の対前年度比マイナスというものでありますが、当事業団の予算政府原案に

つきましては、シニア海外ボランティアの大幅拡充など特段の御配慮をいただき 1.2％増としてい

ただきました。こうした厳しい状況にあってODA 予算の中で高い伸びの予算を JICA が確保でき
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ましたことは、技術協力に対する国民の期待のあらわれであると理解し、当事業団といたしまし

てもかかる国民の期待と信頼にこたえるべく質の高い国際協力を目指すとともに、評価制度の強

化等 ODA 事業に対する透明性の確保に努めてまいる所存でございます。

また、海外に目を向けますと、この 1 年の間に中米のハリケーン、トルコ・台湾での大地震と

いった大規模な自然災害や、東チモール独立問題等新たな問題、課題が数多く発生し、事業団と

いたしましてもさまざまな取り組みを行いました。これらからもわかりますように、我が国ODA

の役割がクローズアップされ、当事業団の事業が注目を集めた年であったと思います。特に東チ

モールにつきましては、当事業団の前技術参与の高橋が昨年 12 月に国連東チモール暫定統治機構

事務総長副特別代表に任命されたほか、新年早々から他の援助機関に先駆け復興事業計画策定の

ためプロジェクト形成調査を行い、近々現地ディリに JICA の出先機関を設置し、本格的な協力を

開始する運びとなっております。保健医療分野に関しましては、母と子供のための健康対策特別

機材として医薬品の供与を予定しております。

他方、当事業団にとりましては、昨年 8 月にキルギスで発生しました人質拉致も大きな事件で

ございました。幸い無事解決いたしましたが、当事業団の安全対策について改めて見直しが求め

られました。当事業団では、従来から関係者の安全を確保するため諸々の措置を講じてまいりま

したが、キルギス事件を機に JICA 内に新たに安全情報室を設置いたしまして、従来の安全管理課

に加え、主として安全情報収集体制の拡充、現地との連絡体制の強化など、安全対策の再構築を

行っております。

また、JICA の機構改編につきましては、昨年の当委員会で御紹介をいたしましたとおり、当事

業団ではより一層の質の高い、成果重視の協力を行う体制を構築するために、本年 1 月 1 日に組

織改編を行い、地域 4 部、国内事業部、派遣支援部等を設置いたしました。これによりさまざま

な援助課題に対し迅速かつ総合的にアプローチし、事業への国民参加の拡大を図ってまいります。

また、新体制のもと、事業自体につきましても鋭意見直しと改善を進めてまいります。

さて、本日御審議いただきます保健医療分野の事業は、開発途上国の人々の生命、健康に直結

する最も人道性の高い援助分野であり、また、社会・経済開発の基礎を固めるとともに、究極の

目的である人間中心の開発の理念を推し進める上で大きな役割を果たす分野であることは改めて

申し上げるまでもございません。昨年 8 月に発表されましたODA 中期政策におきましても、この

ような認識のもと、保健医療分野への支援は貧困対策や社会開発分野の中の重点課題として位置

づけられており、開発途上国の保健医療体制の中核となる施設へのハード、ソフト両面の支援を

行うこと、プライマリ・ヘルスケアの視点を重視しつつ、可能な限り多くの人々に基礎的な保健

医療サービスを提供する保健医療システムの構築を支援することなどが、日本が貢献すべき点と

して謳われております。当事業団といたしましては、今後ともこれらを踏まえつつ、引き続き事

業を実施していく所存であります。
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また、近年は国境を越えて広がりを見せるHIV・エイズや、結核などの新興・再興感染症対策、

国際寄生虫対策、子供の健康、人口問題など、対策を急ぐべき課題が多く、国際社会の共通の関

心事項となっております。

本年 10 月にはプロジェクト協力やワクチン、コールドチェーン供与などを通して、これまで日

本が重点的に支援してきた西太平洋地域でポリオ根絶宣言がなされる見込みだと承知しておりま

す。このように国境を越えて広がりを持つ課題につきましては、日本が積極的に協力を行うこと

はもちろんですが、同時に国際機関等との情報交換や連携が重要であると認識しております。こ

れまでにもWHO、UNICEF、UNFPA 等との連携を行ってきておりますが、さらにきめの細かい

連携を目指すために、去る 2 月 9 日にはWHO 西太平洋地域事務局との第 1 回定期協議を開催いた

しました。ポリオ根絶対策の経験を生かしつつ、地域内でのさまざまな課題について協調してい

く体制が整ってきております。国際機関との連携に加えまして、他の先進国援助機関、NGO との

連携も重視しており、これらも踏まえつつ事業を実施していく所存であります。

また、異なった視点ではございますが、第 2 次世界大戦直後の日本の状況はさまざまな指標で

現在の開発途上国と類似しておりました。その後、日本は短期間で健康水準の向上を果たしてお

り、戦後の日本の経験は開発途上国にとってモデルになり得ると確信いたしております。この点

についても改めて認識し、保健医療分野の事業に反映していくよう努力していきたいと考えてお

ります。

このように、私どもといたしましては事業の質を高めるべくさまざまな工夫に努めている次第

でございます。今後とも委員の皆様方の御理解、御指導を重ねてお願い申し上げます。

本日は、委員の先生方より幅広い視点から忌憚のない御意見を賜れれば幸いに存じます。どう

もありがとうございました。

○遠藤部長　どうもありがとうございました。

それでは、ただいまから討議に入りたいと存じますので、議事進行を仲村委員長にお願いした

いと思います。よろしくお願い申し上げます。

○仲村委員長　委員長を仰せつかっております仲村でございます。よろしくお願いいたしたいと

思います。

3． JICA の最近の動向と課題について

○仲村委員長　早速議事に入りますが、最初に「JICA の最近の動向と課題について」ということ

で、高島理事から御説明をちょうだいいたしたいと思います。

○高島理事　先ほど総裁より紹介いただきました高島でございます。どうぞよろしくお願いいた

します。
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〔パソコンによる説明、以下画面ごとに P）の印〕

P）　それでは、「JICA の最近の動向と課題」につきまして簡単に御説明申し上げます。

本年の特記すべき出来事といたしましては、先ほど総裁からも御紹介いたしましたように、よ

り質の高い協力を目指して組織面で改編を行い、地域 4 部、国内事業部、派遣支援部を設置した

ことでございます。この点はお手元にお配りしました海外医療協力委員会資料冊子の 11 ページに

図示してございます。

私がこれから説明させていただきます内容は、この資料の前半部分に取りまとめておりますが、

本日は時間の制約もございますので、私からは「国民の支持と理解の増進」、「国別・課題別アプ

ローチの強化」、「国際協力の対象範囲が広がっていることへの対応」、「事業実施基盤の強化」の 4

点に絞って報告させていただきます。プロジェクターを使って御説明いたしますので、スクリー

ンを御覧いただきたいと思います。

P）　まず、第 1 に「国民の支持と理解の増進」についてでございますが、国民が国際協力に参加で

きる事業を拡充していくとともに、我が国の国際協力についてわかりやすく情報を提供していき

たいと考えております。具体的には、広く国民からすぐれた援助人材を発掘するために専門家の

公募を今後とも拡充してまいります。

シニアボランティアにつきましては、12 年度は大幅な予算増が認められました結果、平成 11 年

度の 100 名から 400 名に派遣人数を増やすことが可能となりました。これによって国民の参加機

会も大幅に増えることになります。

次に、我が国のNGO などの団体に社会開発分野等のプロジェクトを委託する開発パートナー事

業を今年度から導入いたしました。現在 40 件のプロポーザルをいただいておりまして、その中か

ら 13 件を仮採択し、事業の実施に向けて準備中でございます。本事業の導入によりまして一層き

め細かい対応が可能になります。

さらに、現地のNGO と共同でプロジェクトを実施する開発福祉支援事業を平成 9 年度から実施

しております。現在までに 48 件を採択いたしました。平成 11 年度は 16 件を採択する予定でござ

います。

P）　次に、情報発信機能の強化でございます。JICA といたしましては、国内外で広報活動の強化

に努めているところでございますが、今後は、さらに広報に加えまして、JICA がこれまで蓄積し

てまいりましたノウハウ、知見を積極的に発信すべく努力するつもりでございます。

P）　具体的な活動といたしましては、開発教育への支援として、平成 11 年度からサーモンキャン

ペーンという事業を開始いたしました。これは、サケが生まれた川に帰るように、国際協力に従

事した専門家OB、協力隊OB・OG や JICA 役職員が、画面で御覧のように母校や地元に帰り、み

ずからの体験を広めるという事業でございます。これは各方面から好評をいただいておりまして、

これまで全国で延べ約 4,000 名を学校等に派遣いたしました。
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P）　また、魅力的なホームページづくりにも取り組んでおります。平成 11 年度には、ホームペー

ジのコンテンツを充実させるとともに検索機能を追加いたしました。スクリーンに JICA のホーム

ページを写しておりますが、さまざまなニーズを持った方が JICA の情報にアクセスしやすいよう

に工夫しております。その結果、現在のアクセス件数は 1 年前の月 4 万 5,000 件から月 7 万件に増

えております。また、国内機関や在外事務所においてもそれぞれのホームページを順次開設して

おります。今後は外国語のホームページも充実させてまいります。

また、在外での広報活動につきましては、パンフレット、ビデオ等を作製するほか、現地マス

コミに対するプレスツアー等も実施しております。この結果、各国の新聞、テレビ等でも JICA 事

業が紹介されることが多くなっております。例えば、ケニアでは毎月約 15 件、サウディ・アラビ

アでは毎月約 12 件程度の JICA 事業に関する新聞報道がなされているという報告が参っておりま

す。

P）　次に、御説明させていただきたい第 2 点目は、「国別・課題別アプローチの強化」でございま

す。これは、国別事業実施計画と課題、あるいは分野、セクター別の指針を基本として、援助ス

キームの枠組みを超えて開発途上国のニーズに包括的に取り組んでいこうということでございま

す。これによって、国別アプローチと分野別アプローチの整合性を図りつつ事業を進めてまいり

ます。

P）　従来は、御覧の流れのような要望調査／案件形成から始まり、採択されたプロジェクトにつ

いての実施計画を策定、プロジェクトの実施、事業評価、そして、その結果を要望調査／案件形

成にフィードバックするというプロジェクトサイクルでございました。

P）　今後は、国別事業実施計画と課題別指針を作成し、この図にございますように、案件の形成、

案件の審査・採択、実施計画の作成、計画の実施、評価という一連のプロジェクトサイクルの各

段階で国別・課題別の指針を十分踏まえ事業を実施していくとともに、各段階で得られた知見を

指針にフィードバックしてまいります。

国別事業実施計画は、外務省が作成する国別援助計画に基づき、国ごとに適切な協力規模及び

優先分野を踏まえ、外部の有識者の助言もいただきながら地域 4 部と在外事務所が中心となって

作成いたします。現在までに 48 カ国について作成済みでございます。さらに今後 2 カ国を加えて

50 カ国とする予定でございます。

一方、課題別指針は、これまで蓄積してまいりました知見に基づいて、さらに外部の有識者の

助言もいただきながら事業部が中心となって作成してまいります。この指針は、案件の形成、審

査・採択時ばかりでなく、計画の作成、実施上におけるセクター固有の技術的な留意点や我が国

の比較優位性を考慮した上での日本の協力可能性を示します。課題別指針は、プライマリ・ヘル

スケアやエイズ対策など全セクターで約 60 の課題について策定の予定でございます。

P）　第 3 に御説明させていただきたい点は、近年、「国際協力の対象とする領域が拡大しているこ
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と」についてでございます。具体的な対応といたしましては、まず、我が国みずからの国造りの経

験を途上国と共有すべく、例えば司法制度確立のためにヴィエトナム、カンボディア、ラオスに

専門家を派遣したり、あるいは地方分権化に関する研修員を受け入れるなどで、政策・制度面に

関する支援を拡充してまいります。

P）　次に、長期的・総合的な観点からの被災地域支援でございます。

P）　途上国において大規模な災害が発生したときに、国際緊急援助隊を派遣し、被災地の復旧を

支援してきておりますが、今後は、昨年のトルコや台湾での大規模な災害の経験を踏まえ、大規

模な災害発生時に速やかに緊急援助総合復興対策会議を設け、緊急援助終了後の復興支援を、援

助スキームを超えて迅速かつ総合的な形で協力を行ってまいるようにいたします。

P）　さらに、今後は人間の安全保障にかかわる紛争後の平和構築も積極的に支援してまいります。

特に東チモールに関しましては東チモール緊急支援委員会を設置し、具体的な案件の形成、採択、

実施等について検討が行われ、既に総合的な協力を開始しております。

P）　最後に「事業実施基盤の強化」についてですが、まずは、関係者の方々が安全な業務遂行が可

能となりますよう、安全対策を強化するということでございます。昨年 8 月のキルギス人質事件

を契機として、JICA 内に安全情報室を設置し、また、在外事務所には広域アドバイザーを新規配

置することにより、安全情報の収集体制を拡充してまいります。また、24 時間危機管理体制を敷

いて、緊急時の現地との連絡体制を強化するなど、安全対策の再構築を行ってまいります。

P）　次に、優秀な援助人材の確保でございますが、顔の見える援助に当たっては優秀な人材の確

保が不可欠でございます。JICA では人材データバンクの構築を図るとともに、人材の裾野を広げ

るべく帰国隊員等若手人材の育成にも力を入れております。

P）　最後になりますが、昨今の社会情勢を踏まえ、情報公開へ向けて積極的な対応を図るととも

に、効率的な事業実施のために事務の合理化を進めていく所存でございます。

以上、簡単でございますが、JICA の最近の動向と課題について御説明させていただきました。

ありがとうございました。

○仲村委員長　ありがとうございました。

4．平成 11 年度保健医療分野事業の概要

5．平成 12 年度保健医療分野事業の計画

○仲村委員長　質疑は後ほど一括して承る予定でございますので、次に阿部理事から平成 11 年度

の保健医療分野の事業実績と平成 12 年度の保健医療分野の事業計画、2 本合わせて御説明をちょ

うだいしたいと思います。よろしくお願いいたします。

○阿部理事　それでは、資料に基づきましてお話を進めさせていただきたいと思います。資料の
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17 ページをあけていただければと思います。なお、できるだけ簡単にお話を進めるために、資料

については詳しく載せてありますので、その中で重要なことにつきましてお話をさせていただき

ます。

11 年度の実績でございますが、12 月末現在で 33 カ国 49 件のプロジェクト方式技術協力を実施

しております。この分野につきましては、ここに書いてありますように病院臨床医学教育 6 件、研

究所等の研究協力 9 件、人材養成・訓練 5 件、公衆衛生・地域保健 15 件、家族計画・母子保健 13

件、食品衛生 1 件となってございます。

次のページに過去の流れと比較した表をつけておりますが、これでおわかりになりますように

1992 年から 99 年にかけての大きな違いは、やはり公衆衛生・地域保健、家族計画・母子保健の数

が非常に増えているということでございます。これは、この間 7 年間ございますが、この傾向の

延長として 99 年の実績になっております。特に公衆衛生につきましては、1987 年との比較で見ま

すと非常に大きな違いになっております。

続きまして地域別では、ASEAN・インドシナ諸国 14 件、その他のアジア諸国 10 件、中南米 11

件、以下中近東 5 件、アフリカ 9 件、この流れにつきましては余り変化がございませんが、中央ア

ジアを含めました新しい地域への協力が少しずつ増えてきております。

次に専門家につきましては、11 年度においては 494 名でございますが、この内訳は、短期の専

門家が 254 名、長期の専門家が 240 名という内訳で、ほぼ拮抗してございます。研修員につきま

しては、保健医療分野は 165 名でございます。プロジェクト方式の技術協力による機材供与のトー

タルは 13 億 2,000 万円でございます。

下にある地図でございますが、各国別にプロジェクトを配置してございます。なお、中国につ

きましては南極大陸のところに載せております 3 件でございます。

続きまして 19 ページでございます。平成 11 年度中に終了した主な案件についてお話しさせて

いただきます。

中国のポリオ対策でございますが、ポリオが終息に近づいたということで、野生株につきまし

ては 97 年に発見された以降、ここ 2 年間発見されていないということを踏まえまして、このプロ

ジェクトの効果というものが両国政府の間で合意になったということで終了としています。

カンボディアの母子保健でございますが、これにつきましては現在フェーズⅡのプロジェクト

を準備しておりまして、引き続きましていわゆる全国規模、それから地方展開のための人材育成

の訓練を行うということでございます。

5 番目のボリヴィアのサンタクルスの医療供給システム、これもこの期のプロジェクトは終わり

ましたが、現在フェーズⅡを全州において実施すべく準備中でございます。

7 番のパラグァイの地域保健強化プロジェクト、これはモデル地区においてこのプロジェクトを

実施しておりますが、これも全国展開、特に保健婦、看護婦さんの育成ということで新たなプロ
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ジェクトとしてフェーズⅡを今準備中でございます。

9 番のザンビアの感染症対策、これにつきましてはアフリカ大陸におけるエイズということで、

過去 2 期にわたるプロジェクトを実施しておりましたが、この 3 月末をもってとりあえず 2 期を

終了して、現在 3 期のフェーズⅢの準備に入っております。本件につきましては、結核の問題も

非常にこの地域に増えてきているということで、エイズのほかに結核の一部についても取り入れ

る方向で現在関係省庁と打ち合わせを行っております。

なお、これら 9 件のプロジェクトにつきましては、関係省庁と国内委員会の先生方の皆さんと

の間で終了の方向を議論してきましたが、本年度の後半から JICA におきましては理事会へその終

了の段階で報告するということで、近々にその報告がなされます。したがいまして、12 年度にお

きましては国内委員会の先生方に提案する前に JICA 内部におきまして理事会に報告されることに

なっております。

続きまして平成 11 年度の新規案件の主なものを御紹介させていただきます。

ここに書いてありますバングラデシュのリプロダクティブヘルス人材開発、ドミニカ共和国・医

学教育、これは一部につきましては無償資金協力とのリンク、それから、先ほど申し上げました

ようにフェーズⅠ、フェーズⅡからの引き継ぎということで、名称は一部変更になっております

が、そういうプロジェクトが大部分でございます。ちなみに無償資金協力とのリンクは、1 番のバ

ングラデシュ、3 番のカンボディア・結核対策プロジェクト、4 番のラオス・セタティラート病院、

7 番のエジプト・小児救急医療、9 番のイエメン・結核対策プロジェクト、10 番のドミニカ共和国・

医学教育、こういったものが無償資金協力との連携案件でございます。

なお、5 番目のタイ・国際寄生虫対策アジアセンターにつきましては、26 ページのトピックス

のところで御紹介させていただきます。本件の国際寄生虫対策でございますが、26 ページにまと

めてございますように、途上国に蔓延しておりますマラリア、腸管寄生虫、特に回虫、鉤虫等の

対策のために、1998 年 5 月のバーミンガムサミットにおいて当時の橋本総理が提唱しておられま

す。この提唱に基づきまして日本政府は、アジアに 1 プロジェクト、アフリカに 2 つのプロジェ

クトということで準備をしておりまして、JICA におきましては 1998 年 6 月から 7 月にかけまし

てアジア、アフリカ地域にプロジェクトの形成調査団を派遣しております。今回、アジアのうち

タイのマヒドン大学におきまして相手国政府とのプロジェクト方式による技術協力の締結に近づ

きましたので、近々に調査団を出しまして R/D を結ぶ予定になっております。

なお、ケニア、ガーナにつきましては、ケニアにつきましては現在その対象につきまして両国

政府間で協議しております。ガーナにつきましては、後ほどお話ししますもう 1 つのプロジェク

トの実施状況を見ながら、平成 15 年度を目途に野口記念医学研究所におきまして寄生虫対策のプ

ロジェクトを開始する予定で準備を進めております。

続きまして、22 ページに戻っていただきまして、医療の特別機材供与事業でございます。医療
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協力部ではプロジェクト方式技術協力と特別機材供与を実施しておりますが、機材供与事業につ

きましてはここに書いてありますように 1 番から 5 番までの事業に分かれております。「医療特別

機材」以下「感染症対策特別機材」の個々のプロジェクトにつきましては 23 ページ、24 ページ、25

ページに載せてございます。特に主なものにつきましてお話しさせていただきます。

医療特別機材は中国に 2 件ございます。歯科口腔関係につきましてはプロジェクトの数が少な

いのですが、北京医科大学の口腔医学院につきましては、プロジェクトにつきまして SATV の診

療台を機材として供与しています。なお、中日友好病院につきましても引き続き機材供与でもっ

て継続した協力が行われております。

3 番目にございますミャンマーの基礎的医薬品、母子保健キット、助産婦キットですが、ミャン

マーにおきましては人道援助を中心にして継続して協力する中で、保健医療分野がその担い手に

なっております。主なものは妊婦のための鉄剤、これはビタミン剤等が主な機材になっておりま

す。

人口家族計画特別機材、ここにフロントライン計画、協力隊連携案件となっておりますが、協

力隊員が現地におきましてある程度チームを組んで、いろいろな指導にいろいろな機材が要ると

いうことに特化した計画をフロントライン計画と称しております。フィリピンとラオスで実施中

でございます。

次の 24 ページのインドネシアの母子保健手帳、これは昨年度の委員会で実物を御覧になってい

ただきましたが、本年度につきましてもインドネシア語の母子保健手帳を 1 冊配布しております。

5 番目の感染症対策特別機材でございますが、これは 2 つに分かれてございます。1 つはWHO

との連携、ポリオの根絶支援という機材、もう 1 つは UNICEF との連携、感染症の中の予防接種

拡大計画ということで、一部につきましてはポリオが入っておりますが、ほぼポリオにつきまし

てはWHO との連携、その他がUNICEF との連携という機材供与になっております。

26 ページのトピックスに入らせていただきますが、1 番の国際寄生虫対策は先ほど申し上げた

とおりでございます。

トピックスの 2、特別機材供与の一部に東チモールへの支援があります。現在、特別な機材品目

等は、ここに書いてあります国連東チモール暫定統治機構の関係者、それから日本政府関係者と

の協議で進めておりますが、具体的に今年度内に供与ができるように今事務を進めております。な

お、本件につきましては平成 12 年 1 月にプロジェクトの形成調査団を出しまして、その調査団の

結果に基づいて動いております。

続きまして 27 ページの技術研修員の受入事業でございます。保健医療分野につきましては、こ

の全体の集団コース等の中でもかなり多く、448 コース中 70 コースになっております。平成 10 年

度に比べまして 1 コースの増になっております。今年度新規に開設したコースは、ここに書いて

おりますが、薬剤耐性病原体の実験室診断、ワクチン予防可能疾病の根絶セミナー、病院薬学、国
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際寄生虫予防指導者セミナー及び思春期リプロダクティブヘルス・セミナー等が開催されており

ます。

なお、書いております「世界福祉構想」、これも平成 8 年に橋本前総理が提唱しておられますが、

1996 年 6 月のリヨンサミットにおきまして、先進国と途上国が広い意味での社会保障の分野で自

国の知恵と経験を活用し、それぞれの悩みや問題を解決し、お互いがよりよい社会を築き、次の

世代に引き継いでいこうとする構想でございます。JICA ではこの構想を受けまして、後ほどお話

しいたします開発福祉支援事業が開始されております。

続きまして海外技術協力事業です。この事業の主なものは、個別の専門家派遣、第三国の専門

家、先ほど申し上げました開発福祉事業、在外技術研修事業等でございます。

個別の専門家派遣に入らせていただきます。現在、保健医療分野の個別専門家の派遣人数につ

きましては、先ほどのプロジェクト方式技術協力以外に長期専門家 15 名、短期専門家 69 名の派

遣を行っております。このうち主な専門家は、感染症対策等の第三国研修の講師としての派遣が

約 3 割、3 分の 1 を占めております。そのほか多いのは、家族計画、医療機器保守のいわゆる技術

者の派遣でございます。最近の傾向としましては、アドバイザー型の専門家が増えております。こ

れは、優良な案件の発掘、政策レベルの協力、指導・助言を行う専門家でございます。平成 11 年

度においてインドネシアに保健医療緊急アドバイザー、カンボディアに社会福祉行政アドバイザー、

タンザニアに栄養改善政策アドバイザー等を派遣しているのが主な専門家でございます。

なお、次の個別専門家チーム派遣（ミニプロジェクト）でございますが、プロジェクト方式技術

協力が大体におきまして期間 5 年間を目途にして実施しているのに対しまして、期間を約 3 年間、

専門家の数を大体 3 人以内、そして機材供与を 3,000 万以内で実施するものを称しましてミニプロ

ジェクトと言っておりますが、平成 11 年度におきましては新規にフィリピンの薬局方プロジェク

ト、これは JICA が薬品の基準選定を行う専門家を出しております。それから、カザフスタンの

セミパラチンスク被曝者医療のプロジェクトでございます。

続きまして、特色があるものとして第三国専門家の増がございます。平成 11 年度におきまして、

10 年度 47 名に比べまして全体で 119 名になっております。「派遣している」というふうに書いて

おりますが、これは派遣計画でございまして、実際 12 月末現在では60 名の第三国の専門家が、例

えば近接している国へ派遣されております。なお、2 月中に 20 名の第三国の専門家が派遣される

ことになっておりまして、既に 80 名に及ぶ専門家が第三国から派遣されているという実績になっ

ております。

主な専門家は、プロジェクト方式技術協力の関係で 8 名の方がおられますが、この 8 名のリス

トを具体的に載せております。ラオス、インドネシア、エル・サルヴァドル、コスタ・リカとい

うことで、派遣元国、つまりタイの専門家がラオスに行くというような形で、右側の所属の国か

ら左側の受入先へ派遣されているということになります。この専門家の大部分は JICA のプロジェ
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クト方式技術協力、それから個別の専門家の指導を受けたカウンターパート、あるいは研修事業

で本邦で研修した医師が選ばれております。

開発福祉事業でございますが、先ほどのリヨンサミットの世界福祉構想に基づいて開始されま

した事業でございまして、保健医療分野につきましては、それ以降 43 件ということでございます。

平成 9 年度から 3 年間の累計で 43 件、うち 20 件が保健医療分野になっております。主なものと

して、ジンバブエ、タンザニア、ザンビアの例を出しております。いずれにしましても実施機関

が現地のNGO でございますので、NGO との連携、それから現地のインスティテューション・ビ

ルディングにつながる事業というふうに理解しております。

続きまして在外の技術研修事業、第三国研修はアで述べておりますが、イの現地国内研修、旧

名では第二国研修と言っておりましたが、現地で行う研修ということで名称変更しまして現地国

内研修になっております。いずれも南南協力等現地の自立の達成を受けました事業展開でござい

まして、医療協力で申し上げますと、プロジェクト方式技術協力の施設と、それからその機能と、

いわゆる日本から派遣されている専門家の連携でやっているプロジェクトであります。フィリピ

ンのプロジェクト、メキシコのプロジェクト、ガーナのプロジェクト、いずれにしても現在プロ

ジェクト方式技術協力で専門家が派遣中でございます。

引き続きまして現地国内研修ですが、11 年度は 62 コースのうち16 コースが保健医療分野となっ

ております。非常に高い比率でございます。フィリピンを含めまして幾つかの国でございますが、

コース全体でたくさんある中で、ここに書いてありますフィリピンにおける結核菌顕微鏡検査研

修というのは JICA のプロジェクトとも連携をとっております。

次にフォローアップ事業でございます。これは平成 10 年度にフォローアップ事業を新設してお

りますが、従来無償資金協力において実施しておりましたフォローアップ事業を、技術協力と合

体させて一本化した事業でございます。予算が 12 億円となっておりますが、主な事業内容は、施

設等の応急対策、資機材の購送、修理班の派遣等になっておりますが、保健医療分野につきまし

てはほとんどのケースが施設等の軽微な整備、それから機材のスペアパーツ等の供与等を中心に

して行われております。

主なものとして 2 つを挙げております。ホンデュラスにおきます施設等の応急対策、ヴィエト

ナムのチョーライ病院に対する資機材購送、それからミャンマー、これはラングーン病院の放射

線等への機材供与でございます。

続きまして開発パートナー事業でございますが、先ほど高島理事の紹介にもございましたが新

しい事業でございます。概要につきましてはここに書いてあるとおりでございますが、現在既に

ホームページで紹介をされておりますので、その一部のうち保健医療につきまして御紹介させて

いただいております。

32 ページの下にありますインドネシア、ケニア、バングラデシュ、ラオス、この提携先、いわ
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ゆる契約先は、長崎大学熱帯医学研究所、ICA 文化事業協会、家族計画国際協力財団（ジョイセ

フ）、難民を助ける会でございます。日本国内において、また現地においても、NGO 活動がかなり

実績があるというところで、その効果が見込まれるということから仮採択をされております。

続きまして、青年海外協力隊事業の保健医療分野の話をさせていただきます。ここにも書いて

ありますように、11 年 12 月末現在で 2,435 名、そのうち 429 名が保健医療分野の隊員になってお

ります。現在、10 年度の秋募集から開始されましたポリオ対策隊員につきましては、平成 11 年度

1 次隊と 2 次隊ということでやっておりますが、既にケニア 7 人、バングラデシュ 3 人、ニジェー

ル 1 人、2 次隊におきましてはケニア 6 人、バングラデシュ 2 人、ニジェール 2 人ということで、

着実にその国における保健医療分野の重視という JICA の国別実施指針に基づいた専門家と協力隊

員の派遣が実行されております。

また、平成 12 年度募集の中で新規に募集を開始しましたマラリア・風土病対策につきまして、

平成 11 年度の 2 次隊でニジェールに既に隊員が派遣されておりますが、これはマラリアに関係す

る隊員でございます。ポリオ、マラリア・風土病対策のいずれの職種も、専門的な知識を必須条

件としない職種でありまして、こういった技術協力全体の中で協力隊の役割を高めるという方向

でございます。なお、現場レベルでは、CDC、WHO、UNICEF 等の連携も当然のごとく行ってお

ります。

協力隊の中でのチーム派遣でございますが、チーム派遣の効果ということで保健医療は、特に

家族計画・母子保健プロジェクトにつきましてはチーム派遣の効果があるという従来からの評価

に基づきまして、平成 11 年度におきましてもフィリピンを含めて 7 チームの派遣を行っておりま

す。

続きましてシニア海外ボランティア、日系社会シニア、青年ボランティアでございますが、こ

の 3 つのボランティアはマスコミ等の報道、それから日本社会の種々の情勢から関心が非常に高

まっておりまして、平成 11 年度におきましては既に 100 名の計画に対して 100 名を超える方の採

用がありますが、相手国との関係で年度内の派遣はほぼ 100 名に落ち着くようでございます。な

お、継続者を含めました現在の派遣数は 147 名でございます。

35 ページに入らせていただきますが、開発調査事業でございます。開発調査は、保健医療分野

につきましてはなかなか実施が難しいということで、各年度 1 件ぐらいでございますが、平成 11

年度におきましては新たにインド・マディアプラデシュ州におきます女性のためのリプロダクティ

ブヘルスの向上及びエンパワーメント支援計画調査が採択され、近々に事前調査団が派遣される

予定でございます。現在既存の政府プログラムをこの開発調査の日本のチームがレビューしまし

て新たなプログラムを作成し、そして、先方政府、州政府に提出する調査でございます。

続きまして無償資金協力事業でございますが、36 ページ、37 ページでございます。全体的にこ

こ数年の傾向は、この分野におきましてはほぼ 20％弱ということで、金額、件数も変化はござい
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ません。平成 11 年度におきましては、12 月末現在で 18 件でございますが、結果的に今の予定案

件を見ますと、ほぼ例年どおりの内容になるというふうに理解しております。

なお、新規の案件としましては、フィリピンの地域保健施設改善計画、ヴィエトナムのバック

マイ病院改善計画、ラオスの新セタティラート病院建設計画、これは私どものプロジェクト方式

技術協力との連携案件でございます。

ちなみに本年度 18 件の件数と金額の少ない部分につきましては、52 ページでございますが、資

料集の中に民生・生活環境改善というものがありまして 27.8％、このうち生活用水の改善計画が

一部入っておりますので、その点をこれに含めますとかなりの件数が増えるということでござい

ます。

続きまして子供の健康無償、対人地雷無償予算が認められて、ここに書いてありますようなプ

ロジェクトが実施されております。

次に、災害緊急援助事業でございます。国際緊急援助隊は、救助チーム、医療チーム、専門家

チーム、自衛隊の部隊派遣がございますが、医療チームにつきましてはトルコの西部地震、トル

コの北西部地震、台湾の地震災害でチーム派遣がなされ、あとは機材供与事業でございます。

また、医療チームの登録者に対する研修の実施につきましても関心が増えておりまして、受講

生の数が増えてきております。

なお、11 年度の事業を総括しまして、1 つ PR と、それから現地における視聴覚機材の供与とい

うことから、私どもで現地に視聴覚教材をつくらせておりますので、後ほどジョルダンの人口計

画のプロジェクトにつきまして、10 分程度ビデオを紹介させていただきます。

なお、平成 12 年度予算の概要でございますが、ほぼ 11 年度の実績と同じような方向でござい

ます。先ほど申し上げたような新しい事業費が認められておりますが、特色のあることについて

のみお話しさせていただきます。

39 ページの新規プロジェクト立ち上げにかかる迅速化への取り組みということで、従来、事前

調査団と実施協議調査団を各年度、例えば 1 年に分けて実施していましたが、実施妥当性の調査

を、いわゆる短期の専門家、それからローカルコンサルタントを使った補足調査ということで同

一年度内にこの調査を実施して R/D を結び、そしてプロジェクトの要請から実施までをスムーズ

にするということでやっております。これが新たな取り組みの一部でございます。

全体として予算は従来どおりでございますが、無償資金協力のトピックスとして、今年度まで

ありました子供の健康無償を改名して子供の福祉無償というものが政府原案の中に入っておりま

す。60 億円の規模で、健康プラス福祉の分野を入れるということでございます。

41 ページから 45 ページは、これは事業実施のほかに課題の取り組みということで、JICA、研

修所、付属機関を含めて一体となってやろうという内容と、それから国際機関との連携、ドナー

間の連携で何をやるかということに言及しております。
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特に課題別の中では、先ほど高島理事の説明にもありましたように、60 課題のうちの 3 つを保

健医療分野で取り上げようということで、プライマリ・ヘルスケアと人口・リプロダクティブヘ

ルス、感染症のいわゆる指針づくりを行うことが一応内定しております。

国際機関との連携は、JICA の国際会議への参加、それから協調の実施ということです。こういっ

た国際会議への参加を積極的にやろうということで、国連人口特別総会、そのほか WPRO、

UNICEF との定期協議等に JICA も参加しております。

以上が 11 年度の事業実績と 12 年度の計画でございます。

6．プロジェクト作製視聴覚教材の上映

○阿部理事　それでは続きまして、そのうちの一部をビデオで御紹介させていただきます。この

ビデオは現地での妊婦への紹介ということで、恐縮ですがアラビア語になっております。

〔ビデオ上映〕

○遠藤部長　このセミナーは妊産婦にかなり好評で、当初想定をしていなかった新婚の女性から

の受講希望も強くなって、講習対象者を広げて実施するようになったという報告を受けておりま

す。

○仲村委員長　御説明をちょうだいいたしたわけですが、ここで今までの御説明に関しまして御

質疑、あるいは御意見等、御自由に御発言いただきたいと思います。

○齋賀委員　1 点質問させていただきたいのですが、最初に高島理事から JICA の当面の課題とい

うことで、従来の方式と業務の改革後の方式という違いの説明をいただきまして、従来のところ

では国別事業実施計画というものがなかったというか、新しい方にはつくっている。既に 48 カ国

についてということで、これはむしろ外務省なのか JICA なのかよくわかりませんが、これを 50 カ

国とする予定ということで、これは日本政府として、あるいは JICA として、こういう実施計画を

つくる対象国を常に 50 カ国を目途にするといいますか、私が北欧に在勤していたときには重点国

は 18 カ国あるいは 20 カ国と決めていたものですから、それをちょっと思い出したのですけれど

も、そういう形で日本としては国別事業実施計画重点実施国というのですか、それを 50 カ国にす

るというような決定か何かに基づいてなさっているのか、ちょっとお聞きしたかったのですが。

○高島理事　国別事業実施計画は JICA の実施計画でございます。この事業実施計画は、外務省が

それぞれ国別援助計画というものをつくられることになっておりまして、我々としてはそれに合

わせてつくるということでございます。国の数につきましては当面 50 カ国でございますが、これ

は特別に 50 カ国でなければいけないという趣旨ではございません。JICA として重要な援助国の

数として、当面外務省の国別援助計画に合わせて 50 カ国を対象としてつくっていくということで

ございます。
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○齋賀委員　ありがとうございます。

その点で、また北欧の話になりますけれども、デンマークなんかは、そういう重点国をつくれ

ば当面の援助政策、それから 5 年間にわたる援助計画、それと援助の額というものを一応出して

1 冊の本に立派につくっていたのを覚えているのですけれど、日本の場合は多数年援助について、

来年は幾らとか、再来年は幾らとか、何をするということはなかなか決められないと思うのです

けれども、この実施計画もそういうふうに単年度、単年度ではなかなか効果のある援助は難しい

と思いますけれども、このあたりはどういう書き方というか、どういうことを念頭に置いてつく

られているのですか。

○高島理事　御指摘のとおり、国別の事業実施計画ということになりますと、単年度の予算の枠

を超えて当然考えていかなければできないわけでございます。ただ、これは当面の内部的な実施

計画で、したがって、どの程度将来を縛るかということにつきましては、これはその時々で当然

柔軟に見直しながら動かしていく必要があるという意味ではそれほど固定的なものではございま

せんけれども、例えばプロジェクトタイプの技術協力でございますと、通常 5 年ぐらいの期間を

目途に実施するものでございますから、そういう意味ではかなり中長期の計画ということに当然

なるわけでございます。ただ、先ほども申しましたように、その時々でフレキシブルにこれを見

直していくという作業も当然加わってくるわけでございます。

○仲村委員長　よろしゅうございますか。ミレニアム計画も 5 年間とか、単年度から少しずつ変

わってきているという空気もあるのではないかと思います。特に JICA は、そういうことではいろ

いろ工夫されてきているように私も感じてはおります。

ほかに何かございますか。

○原委員　原でございます。女性のリプロダクティブヘルスといったようなプロジェクトにおい

て、具体的にその特定のプロジェクトがどんなものかによって状況はいろいろ変わると思いま

すけれども、ヒューマン・ディベロップメントという概念が入ってきますと、いわゆる今までの

技術移転という発想だけで評価をするのが難しくなってきているというのは、この 5 ～ 6 年いろ

いろな体験があると思いますけれども、このようなことで評価のあり方とか、それから、プロジェ

クト形成の状況でどんなふうな新しい工夫をお考えになっていらっしゃるかということが、少し

ピントが外れるかもしれないけれど、伺っておきたいなと思うわけでございます。

○阿部理事　では、私からは個別のことについて申し上げますが、もし全体のところであれば企

画・評価部で補足していただければと思います。御承知のように財政当局の方から、事前の評価

をもっときちんとやれという指摘もあって、それは当然に JICA、政府のプロジェクトについても

従来もやっていたわけですけれども、それを明示的に示されたのが多分最近の動きだと思います。

したがいまして、従来評価といいますと、事後の評価、当然モニタリングなんかをしますと途中

段階での評価もあるのですが、新たな取り組みとしては事前の評価、このプロジェクトが本当に
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いいかどうかを決める際の評価も入ってくるという意味では、これは JICA にとっても新しい流れ

になるのではないかと思います。したがいまして、評価という概念には 2 つの部分が入ってきた

ということでございます。

もう 1 つ、大きな意味の評価といいますと、国別、地域別で実施するというのは、今まではプ

ロジェクト方式の技術協力でいいますと、医療協力部を中心として医療の視点だけで決めていた

わけですが、今度の新しい JICA の機構改革というのはそういうことではなく、その国にとって何

が一番大事なのかとか、それから、その必要性があるか、また、そういう体制があるかというこ

とをいろいろな視点から審査して、そしてプロジェクトを最終的に決めていくという意味では、こ

れも新しい評価の一部になってくるのではないかと思います。ただ、実施がこれからという意味

で、従来の概念の中では、JICA は従来からやっておりますPDM、PCM の手法に基づきまして、上

位目標とプロジェクトの目標をきちんと立てて、その進捗状況を常にモニタリング、評価すると

いうことは相当実行されてきています。今年度のプロジェクトリーダー会議におきましては、こ

れの実践もかなりありまして、不得手なリーダーに対しても指導を行ったという意味では、オン・

ゴーイングの段階でもさらに拡充されているというふうに理解しております。

○仲村委員長　よろしゅうございますか。

リプロダクティブヘルス・アンド・ライツとなると、ますます文化的なかかわり合いとかそう

いうことで、ヘルスだけのプロジェクトは非常に実際上難しい面も、ますますマルチセクトーラ

ルというのでしょうか、そういう方向へ行くので、そちらの工夫も大いにしていただかなくては

いけないとは感じますけれども。

ほかにございますでしょうか。

○梅内委員　東京大学の梅内です。今高島理事と阿部理事からの説明がありまして、私が 1 つう

れしいことは、JICA が新しい体制で地域別、国別のプロジェクトをつくったということは、私は

ものすごく大賛成で喜んでいるのですが、ただ、私もこの 10 年間ぐらい JICA のいろいろなプロ

ジェクトにつき合ってきて感じることは、御存知のように今もヒューマン・ディベロップメント

と言われましたし、いろいろな多様な価値がパートナーの国にもどんどん出ておりまして、特に

ヨーロッパ、イギリスなどが日本に、特にアフリカと協力する場合にはコモン・バスケットとか

いろいろな形の要求を突きつけてきます。それはそれで結構なんです。

そこで、ちょうどこの国別、地域別ができましたので申し上げますが、各技術プロジェクトで

は一生懸命そこで日本の人たちが働いております。しかし、それでは解決できないものがたくさ

んあるのです。幾ら優秀な日本人が行ってもできないことはたくさんありますので、例えば私た

ちも仲村英一先生と、あるいは国内委員会でもそういうことが何度も出るのですが、そういう問

題が出たときに、それをできるだけ速やかに国別あるいは地域別に取り上げて、そして、その問

題を解決する方向に持っていく政策論、外交政策論は外務省が責任をとるのでしょうが、やはり
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こういうものは国際協力というものにおける政策というか指針というか理念というか、そういう

ものをきちんと定めて、その上で日本はこのような協力をしているのですよということのバック

アップがあると、恐らく専門家、各プロ技の人たちは非常に喜ぶのではないかと思います。

もう 1 つ、どうも日本はリクエスト・ベースということを、日本人の方がいろいろな面で弱気

でネガティブに考えて、リクエスト・ベースというのは非常にディプロマティック・コーテシィ

で言っているのであって、それは人類のお互いの生存のためにはきちんとしっかりとした考えを

日本は持っているのですよということを、これから若い人たちにも伝えていかなければいけない

と思っているのですが、そういうことで国別あるいは地域別の人たちにひとつよろしくお願いい

たします。

○仲村委員長　ただいまの件は御要望ということで承っておいてよろしゅうございますか。

○梅内委員　はい。

○仲村委員長　ほかに何か御意見をお願いいたします。

○原委員　先ほどジョルダンのビデオで、新婚の方が講習会にいらしたということをおっしゃっ

ていましたが、新婚の前と申しましょうか、そういう方たちはやはりジョルダンのような国では

そのようなことはビデオで見たりしてはいけないというふうなことでシャットアウトされていて、

やっと新婚の人が入るということだけでも革命的というか画期的というふうな状況なのでしょう

か。

○北林医療協力第二課長　それでは、私が担当しておりますので御説明いたしますが、このプロ

ジェクトを実施しておりますジョルダンの南部地方は大変イスラム教の影響が強くて、なおかつ

貧困地域ということで、現在でも女性が、先ほど見ていただいたように助産婦さんも頭からかぶ

りものをしておりますし、いろいろと伝統的な慣習に縛られておりまして、家の外に出て女性が

婦人会活動をしたりというようなことは非常に難しい。それから、ジョルダンの国全体では大変

教育水準が高くなっておりますけれども、この地域ではまだ学校に行ったことのない女性がたく

さんいるという地域でありまして、先生がおっしゃいましたように、結婚前の若い女性を集めて

性教育であるとか、そういうことをする状況にはまだ至っていないのが現状でございます。まず

は一番ニーズの高い、結婚した 10 代後半から 40 代ぐらいの女性を対象にした活動、それと同時

に、その配偶者の研修を行っておりまして、先ほど医療協力部長の方から御紹介いたしましたの

は、最初は男女席を同じうせずということで、男性と女性には全く別の場所で別の研修をやって

おりましたが、プロジェクトの成果として、最近になって夫婦同席の研修を行えるようになった

という状況でございます。

○仲村委員長　よろしゅうございますか。

○島田委員　大阪医大の島田です。これを見させていただくと、低開発国の場合、1 つは母子衛生

ということがありまして、その典型的なジョルダンの例を見せていただいたのですけれども、協



─ 31 ─

力する場合、1 つは健康な子供を産むような教育という観点と、もう 1 つはいわゆる低開発国で人

口が爆発的に増加してくる、そういう産児制限を視野に入れた教育、この場合は多分、先ほど

の宗教の問題も絡んでくると思いますが、日本としてはどういうスタンスでその教育に携わって

おられるのかということを 1 つお聞きしたいのと、もう 1 つは、いわゆる結核がアフリカ、フィ

リピンで増えているようですけれども、この結核というのは私は素人でわからないのですけれど

も、耐性菌が増えてきたのか、従来の結核菌が単に増えているのかということをお聞きしたいと

思います。

○遠藤部長　最初の家族計画ですけれども、基本的に相手国側での状況に合わせてあるというこ

とと、日本の特殊性としてはピルが従来国内で認められていないということもあって、特別機材

として家族計画用の機材として送り込むときにこれまでピルは送り込まなかったという事情はご

ざいますけれども、その程度の、むしろ相手方の事情に合わせてあるというふうに御理解いただ

ければいいと思います。

結核の方は、とりわけ 1 つは HIV との関連の結核が注目されているということと、もう 1 つは

治療の中断による耐性菌の出現ということがあって、DOTS（直接監視下短期化学療法）と呼ばれ

るWHO の推奨する方法によって結核対策を進めていこうということでやっております。

○仲村委員長　よろしゅうございますか。ありがとうございました。

7．「母子保健」分科会報告

○仲村委員長　それでは、時間の都合もございますので、次の議題に移らせていただきますが、次

は、昨年度のこの委員会で阿部理事から御提案がございまして、昨年の 11 月、12 月と 2 回にわた

りまして母子保健分科会を開催しております。この分科会におきます議論についての御報告を小

野委員にお願いしてございますので、よろしくお願いいたします。

○小野委員　私の方から簡単に御説明をいたします。

母子保健に関しましては、先ほども御説明がございましたようにプロジェクトの数はかなりご

ざいますし、いろいろな実績も上がっているというふうな観点もございまして、事業団の方で取

りまとめておられます母子保健事業経験体系化研究というものにつきまして、そのドラフトの御

説明を受けながら、かつ各プロジェクトの案件につきまして、そこの分科会の委員、仲村委員長

をはじめといたしまして 5 人の委員からいろいろな御意見がございました。それをもとにドラフ

ト自身を事業団の方で書き直されたという経緯がございますが、その中でも、主にこの案件を含

めた今後の協力案件を検討あるいはディスカスする際に留意すべき点というふうな点を主要意見

として 5 つまとめておりますが、そういった御意見が出ておりました。母子保健固有の問題もあ

れば、他の案件にも共通する問題もあろうと思いますので、簡単に御披露を申し上げます。
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まず第 1 点は、いわゆる普遍性と個別性と言ってもいいかと思いますが、母子保健に限らず他

の分野もそうでありますが、いわゆる普遍的な課題といいますか方針と、それから、その地域地

域に特性のある地域特性というものに着目をしなければいけないという問題につきまして、これ

はやはり今後議論をしていく際に、その 2 つをきちんと区別しながら議論をしていく必要がある

のではないかという御意見があったということでありまして、したがいまして、普遍性の問題に

つきましては、これは協力全体になりますし、個別性の問題になりますとその国固有の問題であ

りますから、そういった問題等の整理をやっていく必要があるのではないかということであろう

かと思います。

2 点目は、モニタリングにつきまして、そのモニタリング体制なり、そのシステムを拡充するこ

とが非常に重要だということで、これに関連をいたしまして、3 にございますように、いわゆる他

の、特に母子保健は水の問題が非常に大きな影響を及ぼしますが、そういう意味では母子保健の

プロジェクトとともに、その地域においての他のプロジェクトとの関係を十分考慮しながら目標

を設定していかなければいけないという御指摘もございました。これも言うまでもございません

が、飲み水の水質の確保ということがなされますと、子供の健康に対しては非常にプラスになり

ます。ですから、それは飲料水確保の成果なのか、それとも母子保健の固有の成果なのかという

ことについての評価、これは難しい問題ではありますが、そういった点も考慮する必要があると

いうことでございます。

4 点目は、それと関連をいたしまして、他のNGO のプロジェクト等がたくさん取り組まれてい

るわけでありますが、それは必ずしも連携が十分でない、あるいは連絡が十分とれないようなケー

スもあるやに聞いておりまして、そういったほかのNGO 等、同一地域におきまして活動されてお

られますほかのプロジェクトとの連携を強めていくことが必要ではないかということであります。

5 点目は、地域への定着をどう図っていくかということであろうと思いますが、そういう意味で

は特別な指標を選んで、それをもとに実際に相手国の専門家の方とディスカスをしながら地域へ

定着をさせていくということを図ると同時に、その地域から他の地域へ広がっていくようなこと

を今後とも考えていかなければいけないのではないかというような御意見がございます。

以上、主な御意見だけ申し上げました。もし足りないところがあれば、ほかの委員の先生から

御追加をいただきたいと思います。

○仲村委員長　ありがとうございました。

先ほども少し出ておりましたが、モニタリングといいますか、事業実施の途中のチェックが非

常に大事だという御指摘が御報告の一部にございましたが、あるいは他の分野との連携とか、そ

ういうことで、このような分科会の内容について、プロジェクトを実施する際にぜひ御参考にし

ていただければということでまとめたようなことだと私なりに理解しておりますが、JICA の方か

ら何か追加はございますか。特にないですか。
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8．「PHC ハンドブック・日本の経験体系化」報告

○仲村委員長　それでは次の議題に移りますが、平成 10 年度から 11 年度にかけまして「プライマ

リ・ヘルスケア・ハンドブック」ということでお配りしてございます案ですけれども、日本の経験

を踏まえたプライマリ・ヘルスケアをどうするかということで、御報告ができ上がっております。

これは第 2 部になると思いますが、第 1 部は非常に好評で、既に売り切れておりますが、ドラフ

トができておりますので、梅内先生から御報告をちょうだいできたらと思います。

○梅内委員　仲村先生、ありがとうございます。仲村先生がおっしゃいましたように 2 年前に既

に第 1 部はできまして、好評のうちに皆様に随分使っていただきまして非常にありがとうござい

ました。この第 1 部は、WHO が推奨したインターナショナルの観点から考えたプライマリ・ヘル

スケアと同時に日本のプライマリ・ヘルスケアの両方が入っております。

この経験に基づきまして、今回つくりましたものは日本の経験を踏まえてということが中心で

ございますが、それは、先ほど藤田総裁もおっしゃいましたが、我々は第 2 次世界大戦後の灰の

中からこの経済システム、あるいは健康システムをつくり上げてきた。そういうものは我々の年

代は経験していますが、今一生懸命国際協力にかかわっている 20 代、30 代、40 代の人たちは経

験がございませんので、何とかしてそういう人たちにも、突然このような東京ができたのではな

くて、積み重ねがあるのですよということをきちんと残しておきたいと思ったことが 1 つです。

もう 1 つは、プライマリ・ヘルスケアというのは自分の生活の中から健康を築き上げるとい

うことが大きな目的でございますが、これをやっていて私たちが感じたことは、国際協力という

ものは何のためにやるのかということ、そういうことも随分ディスカッションいたしまして、日

本の国際協力は、やはり 21 世紀の新たな文明を創造するためにはどうしたらいいかということを

視野に入れて国際協力を進める、そういうような 2 つの観点からこのプライマリ・ヘルスケアを

つくってみました。

目次を見てくださればわかると思いますが、最初にイントロダクションがございまして、その

中には今言ったように、日本の国際協力というものを新しい 21 世紀の文明を視野に入れて築き上

げていくのだということを書いておりまして、それから 3 番目の「日本と PHC」、これは 9 ページ

からあるのですが、その中の「健康教育」には、お読みになればわかると思いますが、日本が明治

以降、それから戦後、どのような健康教育をやってきたか、その苦労とか実際例が非常によく囲

み記事になって出ております。そして、この中で筆者の公衆衛生の岩永先生が、こういうような

苦労の中から健康教育というものはやはり自己実現、最後には自己実現に向かっていくのだと、そ

ういうふうな現代的な視点もきちんと入れて書いております。

「食料と栄養」につきましても、私がこれを読んで感じたことは、今まで私は学校給食に非常に

偏見を持っていたのですが、やはり人間というのは毎日の生活、食事をとる、衣食住という、そ
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ういうようなものの中から新しい文明を考えていかなければいけない、このようなことも公衆衛

生の林先生がきちんと書いております。

「水と衛生施設」に関しましても、日本がどれだけ苦労して水の施設とか上下水道をやってきた

かという歴史的なことが非常によく書いてあります。

「母子保健」も同じです。

「予防接種」に関しましても、きちんと同じような観点で書いております。

「結核」に関しましては、確実に日本の経験を踏まえて、これが世界に結核対策として通用でき

るものがある、そういうふうなことをきちんと述べております。

「外傷」に関してもきちんと書いております。

「必須医薬品」は、これはちょっと足りなかったのですが、日本の薬事政策を歴史的に述べて、そ

の一歩一歩の積み重ねが書いてあります。これはまだドラフトですが、つけ加えられますのは、民

間における富山の日本のプライマリ・ヘルスケアの医薬品のディストリビューション・システム

です。そういうものがきちんと出ております。

全体として、日本のプライマリ・ヘルスケアはWHO が進めているような公的機関だけに頼る

のではなくして、江戸時代から漢方医に基づく私的な個人のものがベースにあって、それにきち

んと公的機関がリンクして、そういう形で発展してきた。そういうふうにしてプライベートとパ

ブリックのミックス、そのいい形としてこれがとらえられているということです。

それから、72 ページからの資料編をちょっと自慢したいのですが、ここには保健医療用語集、医

療協力用語集、それから、非常にエネルギーを注ぎましたプライマリ・ヘルスケア関連年表（諸外

国と日本）、そういうものが全部ここに出ておりまして、これは今からプライマリ・ヘルスケア、

国際協力、保健医療にかかわる人には非常に役に立つものだと考えております。

それから、第 2 部がこういうふうに出てきたのですが、これにはいろいろな昔の写真を入れた

いと思っております。

私は先週の金曜日に JICA の国総研で、モザンビークから来ましたキャロル・エリザベス・コン

ベという御婦人の先生の講演を聞いてきました。モザンビークのいろいろな基礎教育の問題の講

演だったのですが、そのときに非常にショックだったのは、世界がこのようにアフリカの国々の

基礎教育に協力しているのだけれど、「日本はノー・アイデア」と。それを聞いて私はびっくりし

まして、「何を言っているんだ、この御婦人は」と思ったのですが、最後にコメントをしたのです。

それは、御婦人に対するコメントというよりは、私はそこに出席していた若い日本の世代の人た

ちに対してコメントをしたいと思って述べたのですが、日本は今言ったようにプライマリ・ヘル

スケアでも、明治以降、それから第 2 次世界大戦後、相当な苦労をして現在のシステムを立てた

経験がたくさんあるのですよという一言をそのコンベ先生に言いましたら、コンベ先生は非常に

よくわかったということで、そういうことに自分が無知であって申しわけないと言ってくれたの
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ですが、そういうことよりも、私が思ったのは、やはりこのようなものを日本の若い世代に伝え

るとともに、これをどんどん世界に伝えなければいけないなと感じました。これをぜひ英語に訳

して世界にメッセージを発したいと思いますので、ひとつ委員会の方々、よろしくお願いしたい

と思います。ありがとうございました。

○仲村委員長　ありがとうございました。

英語だけではなくて、フランス語、アラブ語とか、いろいろやっていただきたいと思います。

○梅内委員　もう 1 つ、今文部省の方がいますが、先ほど健康教育と、それから学校保健と言い

ましたが、これはアフリカ、アフリカ以外のいろいろな途上国できちんとそういうものを、日本

は過去にそういうような分野でもつくりました。これはプライマリ・ヘルスケアでつくりました

が、もっと別なところに重点を置きまして、きちんと情報発信したら、「ああ、日本というのはや

はりこういうことか」ということが絶対に必要だと思いますので、文部省の方も来ておりますが、

もしできましたら JICA と一緒にやったらどうかということも提言したいと思います。よろしくお

願いいたします。

○仲村委員長　ありがとうございました。

9． 質疑・応答

○仲村委員長　ただいまの御報告に御意見等ございますでしょうか。

○原委員　今、梅内先生がおっしゃいましたように、いろいろな国の方がこれを御覧になって御

理解いただけるということはとても大事だと思います。昨年の ICPD プラス 5 のプロセスで、JICA

の方から、準備会議のときからずっと本会議まで一生懸命、ものすごくいろいろなワークショッ

プとかセミナーにお出になると同時に、すごく精力的に JICA の資料を配っていらっしゃいました。

それから、私は 4 月だけ行って 6 月は行っていないのですけれども、いろいろな質問がNGO で参

加している人のところにも来るようになって、それはどういうことかというと、日本ではどうし

ているのかと。援助はしてくれているようだけれど、日本はどうなのかという質問が来るという

ことで、やはりNGO の方でも 26 歳とか 30 ぐらいの方だと、そういう質問が来たときに「はっ？」

となって、それで、帰国してから一生懸命このようなものを探してお勉強をする気になっている

という人もございました。

最近、国連の今度の女性の会議でも若者が、アドレッセンスとかユースとか、それからヤング

何とかとか、12 歳から 20 歳までとか、15 歳から 24 歳までとか、いろいろな年齢区分でいろいろ

なグループでやっていて、国際的なNGO でも、この間はバンコクで行った北京プラス 5 に向けて

の若者のためのワークショップにカナダのお金で行って、日本の若者は貧乏だから、カナダのお

金をいただいて参加してきたりしているのですが、やはり若い人が日本の今までの経験をわかっ
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た上で海外に出ていって交流するということはとても大切だと思うので、ぜひお願いいたします。

○仲村委員長　ありがとうございました。

○阿部理事　せっかくですので、少し御紹介させていただきます。今、原先生に御披露していた

だいたのがこれでございまして、去年の委員会で、JICA はハーグ会議の出席がなかったというこ

とでお叱りを受けて、以降私どもとして積極的に行こうということで、ニューヨーク向けにこれ

をつくりまして、うちの職員もこれに参加し、これを配りました。したがって、そういう機会に

これからも利用するという意味で、もう 1 つ、本日の資料の中にあります「経験体験化研究母子保

健分野」、これも実は外部の先生も入っていますが、実質的には職員と専門員でつくっておりまし

て、このエッセンスをまたこういう形でまとめて、いろいろな会議に使わせていただければ有効

かと思います。御披露ありがとうございました。

○仲村委員長　ありがとうございました。

○小林委員　本日は大変勉強になりました。ありがとうございました。私から 2 点ばかりお願い

をさせていただきます。

1 つは、公衆衛生分野全体に言えると思いますが、教育関係のプロジェクト、それから水の問題

のプロジェクトがどうなっているか、医療協力以外の分野のデータもできれば教えていただける

と、公衆衛生全体を見るときに大変都合がいいものですから、何かそういうデータがあったら、次

回以降で結構ですからお出しいただけると大変ありがたいと思います。

2 つ目の問題は、小さい問題か大きい問題かよくわからないのですが、私は今ケニアのプロジェ

クトと中国安徽省のプロジェクトの国内委員会の委員長を仰せつかっておりまして、その中で、実

はケニアのプロジェクトで北林課長さんを大変悩ましている問題を申し上げるのですが、ケニア

のプロジェクトは、公衆衛生関係職種を育てる学校の教育プログラムを改善しようということで

すが、実はベーシックにどうしても私どもの感じとしては、一番影響力がある国に影響力がある

のは、最上級の人でもなければ直接国民でもなくて、国がその自立への支援ということをやると、

真ん中の中間層、特に保健医療の分野でいけば看護婦さんの教育をきちんとやることが実は大変

効果が大きいと私は思っております。そういう意味でいきますと、看護婦さんの教科書はあるの

ですかと聞いたら、実は教科書はないのだそうです。教科書を学生さんに配るのは大変予算がか

かるというお話で、なかなか組めないということです。ほかのプロジェクトから少しこちらに回

らないのかなという気もあるのですが、もし安くやるなら、日本国だけでなくて－その前に教科

書がなぜできないかというと、高いとおっしゃるのです。例えばケニアの場合は、イギリスの英

語圏ですから英語の教科書でいいわけです。だから、英語の教科書を買えばいいのだけれど、こ

れは版権があるからだめだということになってしまう。だから、それだったらイギリスに話をか

けて、版権はケニアのために少なくとも無償提供しなさいと。それで、ケニアにイギリスも協力

する、印刷の部分だけは日本国が出しましょうと。日本は印刷料が高いから、日本以外の発展途
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上国で英語国のあるところで印刷をして、そこから運べば経費は安く済むのではないか。ケニア

を助けるためにも日本と英国とが協力してやる、そういうことを考えていくと、ほかのプロジェ

クトであっても日本だけでやるのではなくて、日本とそれについて関連したどこか協力できると

ころがあれば、そことも協力を組んでやるようなことができないのかなと、こんなことを思って

います。

その一番いい方法として、一番いいのは教科書を生徒に 1 冊ずつ配れればいいのだけれども、そ

うでなければ授業のときだけでも見られて、授業が終われば隣のクラスにまた回す。私が小学校

に入学したころは教科書がなかったものですから、みんな 1 冊ずつではなくて、みんなで回覧式

の教科書を使っていたのですけれども、ああいう方法もあり得るので、そこは金の使い方、頭の

使い方で何とかやれるのではないか。教科書もなしに看護教育のベースをつくるというのは、そ

の後の教育なら先生方が黒板に書くだけで済むけれども、ファンダメンタルの基礎の教育をやる

というのは、やはり教科書についてもう少し考えた方がいいのかなと思っています。ただ、この

ことはほかの国にも波及をいたしますし、それから、教育全般のプロジェクトの中でも教科書を

配っているかどうかということがありますので一概に言えることではないけれども、教科書を配

るということはすごくいい効率だと思うので、この際、皆さん方で一遍お考えいただければ大変

幸いだと思ってお願いをいたしました。

○仲村委員長　ありがとうございました。

何かございますか。では、総裁から。

○藤田総裁　有益な御意見をいろいろありがとうございました。

今の小林先生の第 1 点の公衆衛生ないし健康、医療のときに教育、それから水供給等の数字、資

料をぜひあわせてという御要望は確かに承りましたので、明年からは関係の資料を作成してみた

いと思います。

御承知のとおり人間の安全保障と称して、別の言葉で言うと社会開発ということで、今一番国

際協力のフォーカスを浴びておりますけれども、その内容は結局は医療、健康と教育、それから

水ということなので、医療、健康の御討議をいただく際に、同じカテゴリーの中に入っているも

のをあわせて見ていただいて、かつ全体のパースペクティブの中でそれがどのくらいのシェアを

占めているのかということもあわせて御説明するのが、私どもにとっても非常にやりやすいこと

だと思います。20、20 という比率で言われております対象なものですから。

それから第 2 点、これはもし足りなければ担当部長、担当理事から補足してもらいますけれど

も、教科書について、イギリスの教科書が本当に活用できるのかどうか検討させていただきます

が、一般論として特に対アフリカ協力については、旧宗主国ということで、イギリス、フランス

との援助国協調というものに実は日本は非常に力を入れていまして、いろいろな各国での例もあ

ります。それから、イギリスもフランスも日本と協力することに対して非常にうれしがるわけで
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す。うれしがるというのは、ウォッチもできますし、コントロールもできるし、自分たちはお金

がないので日本のお金を活用して自分たちのノウハウを伝播することができるわけですから、そ

ういう点では向こうはとても歓迎します。我々も経験、知見がない地域でもあるので、お互いに

うまく利用しようという気持ちがありますので、もしイギリスの看護婦さん用の教科書が、いろ

いろな観点から見て日本の看護婦教育ないし医療教育にも基本的に合った内容だということにな

れば、イギリスとの協力という点は非常に好ましいのが一般的な政策でございます。

3 番目に、梅内先生、原先生が言及なさいました点ですが、特にプライマリ・ヘルスケアのすば

らしい第 2 冊をつくっていただきまして、ぜひとも英語で広報したいと思いますが、その観点で、

昨年日本でも一部の方に注目されたノーベル経済学賞をもらったインドのセンさんという学者が

シンガポールで去年講演をされて、非常に有名になった講演ですが、その趣旨は何かというと、ど

うしてアジアで日本だけが近代化したのか。第 2 の論点は、どうしてインドは中国に勝てないの

か、どうして中国に負けるのか。この 2 つを議論の柱にして非常におもしろい議論を展開されて、

結局、結論は教育だと。日本は既に 20 世紀になったときに普通教育が全部できていて、明治維新

のときに既にそうだったのですが、20 世紀に入ったときに日本で出版した本はアメリカの倍だっ

たとか、いろいろなおもしろい数字を挙げて、日本がいかに世界に冠たる教育立国を成し遂げた

か、それが結局日本がこんなに短時間の間に近代化したのだということを証明されました。

もう 1 つは、どうしてインドはだめかという立論で、ケララ州だけはインドの中でも特別なの

です。中国よりも教育が進んでいるものですから、まさにリプロダクティブヘルスの点からいっ

てもケララ州は出生率がどんどん下がっていて、教育の効果は顕著にあらわれている。それから、

経済発展ということからいくと、中国が圧倒的にインドに勝った。どうしてかといえば、インド

はいまだに成人の半分が文盲だからだと、こういう議論です。それは非常におもしろいのですが、

彼の非常にすばらしい立論をやっているすべての出典には、日本人が書かれたものは 1 つもない

のです。全部外国人の勉強の成果です。日本はいかに教育が進んだか、いかに日本は江戸時代か

ら教育をやっていたかということは、全部情報は外国の方が研究をした成果をです。だから、そ

れだけを見ても、自分自身の成し遂げた一番大事なことを情報発信していないということが非常

に日本の問題点だと思いますので、特にこのプライマリ・ヘルスケアは教育と並んで日本が世界

に誇るべきことだと思いますので、これに梅内先生及びその他この作成に参加された先生方及び

JICA という名前を付して、将来世界に提供されるというのは非常に喜ばしいことだと思いますの

で、御礼を申し上げます。

○梅内委員　ありがとうございます。
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10． 閉　　会

○仲村委員長　ちょうどいいところで総裁のお言葉をちょうだいいたしましたが、本日の会議は

御協力をいただきまして大変順調に進めさせていただきました。以上をもちまして今年度の会議

を終わらせていただきます。どうも御協力ありがとうございました。

事務局から何かございますか。

○遠藤部長　特にございません。どうもありがとうございました。

以上をもちまして第 32 回海外医療協力委員会を閉会させていただきます。

午後 2 時 22 分　閉会
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配布資料

1．第 32 回海外医療協力委員会会議資料

2．母子保健分科会報告

3．「プライマリ・ヘルスケアをよく知るために」

4．「人造り協力事業経験体系化研究　母子保健分野報告書」

5．「保健婦指導教本」（復刻版）

6．「自立への支援」（特別機材供与パンフ、日本語・英語・仏語版）

（注）2 ～ 6 については本会議議事録への添付は省略
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